
安平町告示第80号 

安平町第二種運転免許取得費助成金実施要綱を次のように定める。 

令和５年５月19日 

安平町長 及 川 秀一郎  

 

安平町第二種運転免許取得費助成金実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、安平町民の生活に必要な公共交通を支える人材の育成及び確保を図り、

もって町内を運行するバス及びハイヤー事業の維持確保、持続可能な公共交通の構築及び

活性化を推進するため、第二種運転免許の取得に係る費用に対し予算の範囲内において助

成金を交付するものとし、その交付に関しては、安平町補助金等交付規則（平成18年安平

町規則第42号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところに

よる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 町民 安平町の住民基本台帳に登録されている者をいう。 

(２) 交通事業者 安平町内を運行するバス及びハイヤー事業者をいう。 

(３) 第二種運転免許 道路交通法（昭和35年法律第105号）に規定する第二種免許をい

う。 

（交付対象者） 

第３条 助成金の交付の対象となる者は、交付申請時において次に掲げる要件を全て満たす

ものとする。 

(１) 第二種運転免許の受験資格を有する者（受験資格特例教習を受講又は修了する予定

の者を含む） 

(２) 65歳以下の者 

(３) 市町村民税の滞納がない者 

(４) 交通事業者の従業員として内定又は決定し、安平町長及び交通事業者との三者協定

を締結した個人 

（助成対象経費等） 

第４条 助成金の交付の対象となる経費及び額は、次表のとおりとする。ただし、国等から

同様の目的による補助金等を受ける場合は、これを対象経費から除くものとする。 



対象経費 交付額 

(１) 第二種運転免許の取得までに必要な教習

所料金及び運転免許試験場に係る費用（検定

等不合格による補習料金及び再検定費用、資

格取得に係る旅費は除く） 

町民 10分の10以内 

町民以外 ３分の２以内 

(２) 第二種運転免許の取得に係る諸費用（前

号の交付の対象となる場合に限る） 

通学形式の場合 １日当たり1,000円、通

算20,000円を限度とする 

合宿形式の場合 １日当たり2,000円、通

算20,000円を限度とする 

(３) その他町長が特に必要と認めた費用 実費額を限度とする 

（交付申請） 

第５条 前条の交付を受けようとする者は、規則第４条に規定する補助金等交付申請書及び

安平町第二種運転免許取得費助成金調書（別記様式）に、費用積算の根拠が確認できる書

類、運転免許証の写し及び市町村民税の滞納がないことの証明書類を添えて、町長に提出

しなければならない。ただし、概算払の方法により助成金の交付を受けようとする者は、

費用が明記されている契約書や請求書等の債務を確認できる書類を加えて提出するもの

とする。 

２ 助成金の申請期限は、第二種運転免許の取得予定日の属する年度の２月15日までとする。

ただし、その年度末までに第二種運転免許を取得できる見込みが十分に認められる場合は

この限りでない。 

（交付決定等） 

第６条 町長は、前条の申請書の提出があったときは、その内容を審査の上、適正と認めた

場合には、申請者に規則第５条に規定する決定通知書により通知するものとする。 

２ 交付決定額の増額が必要となる重要な変更を加えようとするときは、規則第６条の規定

に基づきあらかじめ町長の承認を受けなければならない。 

３ 実績報告の手続については、規則第７条に規定する補助金等実績報告書及びこの要綱の

別記様式に、第二種運転免許取得後の運転免許証の写し、領収書の写し等支払済みである

ことを確認できる書類及び通学又は合宿した日を記載した書類を添えて、町長に提出しな

ければならない。 

（返還） 

第７条 町長は、助成金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、



助成金の全部又は一部を返還させることができる。 

(１) 偽りその他不正の手段により、助成金の交付を受けたとき 助成金の全額 

(２) 交付決定を受けた年度末までに第二種運転免許の取得を完了できなかったとき 

助成金の10分の10以内の額で町長が定める額 

(３) 町民として第二種運転免許を取得し、乗務を開始した月から起算して12か月以内に

安平町から転出したとき 第４条の規定に基づく交付決定額と同条に定める町民以外

として再度算定をしなおした額との差額 

(４) 第二種運転免許を取得し、乗務を開始した月から起算して12か月以内に交通事業者

の従業員を離職したとき 交付決定額を12で除して得た額に乗務を開始した月から起

算して離職するまでの月数を12から減じた月数を乗じた額。ただし、町民として第二種

運転免許を取得し離職にあわせて安平町から転出した場合については、前号の規定によ

り再度算定しなおした額を交付決定額とみなして計算し、前号の規定により算定された

差額との合計額を返還額とする。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この告示は、令和５年５月22日から施行する。 


